
平成 30 年 4 月度活動報告 

１．総括 

   新年度始まりの 4 月も、皆様のお陰様を持ちまして議員活動に邁進させて頂きました。誠に有難

うございました。今月もお世話になっている地域や市民の皆様方から様々のご要望頂きました。特

に道路や建造物の経年劣化のご指摘が多く、地域の方々の安全の為に早急な修繕が必要と感じまし

た。直ぐに現場を訪れ写真をとり、その後、役所の担当部局に説明しに行き、担当部局の職員の方々

にも現場へ訪れて頂き状況確認をして頂きました。早急に対応できる案件もあれば、様子を視る必

要がある案件もありましたが、市の担当部局の方々にも柔軟性のある対応を取って頂きました。市

政全体から見ましたら小さな事象かもしれませが、私はこのような市民の生活基盤に直結している、

地域の安全や過ごし易さへの改善をスピィーディに行っていくことが最も大切な行政の仕事の一

つであると感じております。まずは、税金を敦賀市に納めている市民の方々が日々、｢生活環境が

安全になっている｣や｢子育てがし易くなっている｣というように、毎日の生活環境の改善を体感で

きるような仕事が、市行政の最優先事項であると強く思っております。 

また、13 日には議員研修会があり、｢議会基本条例｣を活かし、｢二元代表制｣をしっかりと機能

させる事の重要性を学びました。その中で特に次の二項目が心に残りました。一つ目は｢(普通)の住

民は、よほど環境を整えなければ、わざわざ意見をのべてくれることはないと心得るべき｣という

前提を念頭に、住民と寄り添う議会を作る為には議会としての市政報告会などの場を積極的に設け

るべきであり、また議員としてもそのような場を定期的に持ち、直接住民のご意見を聞ける機会を

作るべきという事。二つ目は議会の重要な機能として｢コミュニティの維持｣という役割がある。議

員は住民でなければならず(首長は住所が無くても選挙に出馬できる)、 選挙で選ばれたということ

以上に住民代表であり、議会こそ首長以上に、コミュニティの維持や地域の持続的な発展に責任を

もたなければならない存在という点です。肝に銘じていきます。 

 

２．会派としての議会改革進捗報告 

  昨年度より会派として取組んでおりました｢政治 

  倫理条例の改正｣について、右記の会派(同志会)市政 

報告チラシを 4 月下旬に市全域に配布させて頂きました。 

議論のポイントは｢市が発注する業務等の契約に関す 

る規制｣であり、議員の公正さや市民からの信頼をよ 

り高める為、県内の９市議会中、６市議会が定めて 

いる｢議員、配偶者、２親等以内の親族が経営、役員 

をしている企業｣は市が発注する業務を受けないという 

規制です。この規制を敦賀市政治倫理条例に追記すべく、 

議会運営委員会で議論しておりますが、反対多数で 

前に進まない状況であります。チラシにも書いています 

ように、広島県府中市で争われていた 2 親等規制が合憲 

か違憲かの判決が平成 26 年 5 月に最高裁判所で出され、 

｢請負の制限を 2 親等以内にする条例は合憲｣との判決 

になりました。このような事実からも、敦賀市として 

より議員・議会の信頼を高める為にも必要な規制と考え 

ておりますので引続き会派にて取組んで参ります。 

以上 


